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　公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター（以下「JWセンター」という。）は、産業廃棄物の適正処

理の推進と循環型社会の形成を目指して、電子マニフェスト事業及び教育研修事業の安定的運営と社会的ニー

ズに即応した積極的な事業展開を推進するとともに、感染性廃棄物容器評価事業、調査事業、国際協力事業、

広報事業等の各種事業を実施する。

Ⅰ　電子マニフェスト事業
　令和 3年 12 月に「第四次循環型社会形成推進基本計画」（平成 30 年 6 月 19 日閣議決定）に掲げられた電子

マニフェスト普及目標（令和 4 年度において普及率 70％）を前倒しで達成し、令和 4 年 1 月以降も登録件数

は順調に伸びている。令和 4年度も環境省が策定した「電子マニフェスト普及拡大に向けたロードマップ（平

成 30 年 10 月）」を踏まえ、引き続き、普及の促進並びにシステムの安定運用と利便性の向上を図るとともに、

電子マニフェスト情報の有効活用に向けた取組みを積極的に展開する。

1　令和 4年度電子マニフェスト普及見通し

2　電子マニフェストの普及促進

　電子マニフェストの一層の普及拡大を図るため、引き続き、国、地方公共団体、関係業界団体等と連携して

以下の事業を実施する。

　（1）重点普及対象への普及活動

　　1）電子マニフェスト導入によるメリットが大きい多量排出事業者への普及促進を図る。

　　2�）産業廃棄物の排出量が多い種類（汚泥、がれき類）において、電子マニフェストの利用割合が比較的

少ない下水道業（汚泥）、建設業（がれき類）の普及促進を図るため、関係業界団体等と連携し、説明会

の機会を設けるなど加入の働きかけを強化する。

　　3�）国、地方公共団体等が発注する公共事業での電子マニフェストの利用を促進するため、公共事業の所

管府省、都道府県等の廃棄物担当部局、入札・契約の担当部局等に対し、公共事業における電子マニフ

ェストの利用を積極的に働きかける。

　（2）電子マニフェスト導入説明会

　　�　国、地方公共団体、関係業界団体等と連携し、電子マニフェスト導入説明会（導入実務説明会、操作体

験セミナー）をWeb 会議システム等を活用して開催する。

Ｊ
Ｗ
座
談
会

事
業
報
告

調
査
報
告

コ
ラ
ム

連
載
講
義

産
廃
鼎
談

行
政
の
う
ご
き

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
情
報

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

担
当
者
ス
ポ
ッ
ト

業
種
別
適
正
処
理
事
例
集

令和 4 年度事業計画

区分

年度

加入者数 マニフェスト
年間登録件数
（電子化率）
（※）

排出事業者 収集運
搬業者

処分
業者

合計
A料金 B料金 C料金 計

令和 3 年度
実績見込み

3,730 36,000 220,000 259,730 24,000 9,600 293,330
35,600,000
（71.2％）

令和 4 年度
見通し

3,780 39,000 240,000 282,780 25,000 9,750 317,530
38,000,000
（76.0％）

（※）年間総マニフェスト数を5,000万として電子化率を算出

センターだより
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　（3）加入者サポート

　　�　電子マニフェストを円滑に導入・利用していただくため、ホームページを通じて電子マニフェストへの

加入方法や利用方法等の周知を図る。

3　電子マニフェストシステムの安定的な運営管理

　電子マニフェストシステムの機器更新を令和 3年度に終え、令和 4年度は安定した稼働を確保するとともに、

外部からの不正アクセスの監視を強化し、引き続き、円滑かつ安定的な運営を維持する。

4　電子マニフェスト情報の利活用の推進

　電子化されたマニフェスト情報をビッグデータとして、循環型社会の形成に向けて役立つよう幅広く活用す

ることを目指し、電子マニフェスト情報の利活用に積極的に取り組む。産業廃棄物の統計・各種届出等へのデ

ータ活用や電子マニフェスト BI ツールを用いた統計情報をホームページに定期的に掲載するほか、情報提供

の高度化に向け、データ精度の向上や付加価値の高い情報提供の手法等について引き続き検討する。

Ⅱ　教育研修事業
1　講習会事業

　廃棄物処理法の関係規定に対応する以下の講習会を（公社）全国産業資源循環連合会及び各都道府県協会並

びに（公社）日本医師会の協力のもとに、計画的に実施する。

　講習会は新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する観点から令和 2年度よりオンライン講義と会場試験を

組み合わせた講習会を実施してきたが、受講者のアンケート結果等を考慮し、令和 4年度以降も引き続き実施

する。

　従来の対面型講習会については、新型コロナウイルス感染の状況等を考慮し開催を決定する。

　なお、上記を踏まえて改定した受講料を令和 4年度より適用する。

　　1�）産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（新規、更新）（以下「新規講習

会」、「更新講習会」という。）	 6 課程

なお、新規講習会は、廃棄物の広域認定制度の適用を受けようとする者、使用済小型電子機器等の再

資源化事業計画の認定を受けようとする者も受講対象として行う。

　　2�）特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会及び医療関係機関等を対象にした特別管理産業廃棄物

管理責任者に関する講習会（以下「特管責任者講習会」という。）	 2 課程

　　3）PCB廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会（以下「PCB講習会」という。）

	 1 課程

　（1）講習会の開催計画（試験回数）

　　1）新規講習会	 276 回	 14,400 名

　　2）更新講習会	 400 回	 22,650 名

　　3）特管責任者講習会	 209 回	 13,700 名

　　4）PCB講習会	 9 回	 200 名

	 計	 894 回	 50,950 名

センターだより

令和4年度事業計画
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　（2）委員会の開催

　　�　講習会を適切かつ円滑に実施するため、講習会に関する重要事項を審議する「教育研修運営委員会」、

テキスト作成等に関する事項を審議する「テキスト作成委員会」及び修了試験問題等を審議する「講習会

試験委員会」を各々 2回開催する。

　（3）講習会Web 申込新システムの運用開始

　　�　Web 申込において課題となっていた顔写真データのサイズ加工等の操作性の改善、パソコンのみであ

った対応端末をスマートフォン及びタブレットにも拡充するなど利便性の向上を図るため、令和 3年度に

再構築した講習会Web 申込新システムの運用を令和 4年 4月に開始する。

2　研修事業

　排出企業を対象にした「産業廃棄物マネジメント研修会～廃棄物処理の基礎から実務まで～」について

Web 会議システムを活用した双方向（ライブ形式）での研修会を実施する。また、業種別のマネジメント研

修会（建設業、食品関連産業、化学工業）については、開催を検討する。

　　　産業廃棄物マネジメント研修会　　開催計画　　　　　　20 回　　　2,000 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受 講 料　　　　　　6,600 円（税込み）

� ※令和 3年度　6,100 円（税込み）より改定

Ⅲ　感染性廃棄物容器評価事業
　適正な感染性廃棄物容器の普及促進を図ることを目的として、JWセンターで定めた基準に則った評価を行

うとともに、医療機関等の排出事業者や感染性廃棄物処理業者に対して容器選定の参考情報の提供等を行う

「感染性廃棄物容器評価事業」を実施する。

Ⅳ　調査事業
（1�）国内外の廃棄物情報の有効活用に関する先進事例を踏まえ、国、地方公共団体、事業者等における電子マ

ニフェスト情報の有効活用方策やデータ分析ツールを利用した情報利活用の高度化を検討するための調査を

実施する。

（2�）電子マニフェストの普及促進及び電子マニフェストによる量的捕捉率の拡大に向けて、産業廃棄物の排出

量が多い畜産農業のほか、中間処理業等を対象に、マニフェストの使用実態や電子マニフェスト導入の課題、

電子マニフェスト導入効果等に関する調査を実施する。

（3�）産業廃棄物施設における火災等の事故が近年、増加していることから、事故事例に関する調査を実施する

ほか、廃棄物処理分野の将来を見据えて、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた対応状況や廃棄物処

理業におけるデジタル化への対応状況等に関する調査を実施する。

（4�）国内外の産業廃棄物・リサイクル等に関する情報を収集し、整理を行うとともに、その成果については、

学会発表等を通じて広く情報提供を行う。
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Ⅴ　国際協力事業
　アジア地域における循環型社会の形成に向けて、政府の関係事業への協力等を実施する。

Ⅵ　広報事業
1　JW懇話会

　JWセンターの役員等関係者間の情報交換を進めるための「JW懇話会」は、新型コロナウイルス感染症の

状況等により、開催を検討する。

2　機関誌の発行

　JWセンターの事業に関する機関誌を発行する。

　（1）発行回数　　　年 4回（季刊）

　（2）配 布 先　　　都道府県・政令市、関係団体等

3　書籍の出版等

　廃棄物処理に関する書籍「廃棄物処理法令（三段対照）・通知集（令和 4年版）」の編集及び販売協力を行う。

4　ホームページ等による広報

　電子マニフェスト事業、教育研修事業など JWセンターの活動、行政の動向、産業廃棄物の基礎知識、産業

廃棄物処理に関する基礎データ等について、適宜ホームページに掲載するとともに、定期的なメールマガジン

の送信により、JWセンター関係者（電子マニフェスト加入者や講習会等の受講者を含む。）に対する情報提

供を行う。

Ⅶ　その他の公益事業等
1　全国大会の開催

　産業廃棄物関係 3団体（（公社）全国産業資源循環連合会、（公財）産業廃棄物処理事業振興財団、JWセン

ター）の共催による産業廃棄物と環境を考える全国大会は、新型コロナウイルス感染症の状況等も踏まえ、今

後、開催について調整する。

2　JWセンターの業務・情報システムの再構築

　多様化する講習会等の開催形式に対応するとともに、受講者の利便性及び事務の効率化を図るため、老朽化

した講習会等の管理システムの再構築及びWeb 申込システムの拡張を令和 2年度より進めており、令和 3年

12 月から一部運用、令和 4年度も継続して構築するとともに、段階的に運用を開始する。

　電子マニフェスト利用料金の請求業務に係る課金請求システムは、再構築を令和 3年度に終え、令和 4年度

は 4月の加入規約等の改正を反映した運用を開始し、安定稼働を図る。

センターだより

令和4年度事業計画
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　第 3弾は、第 1回から第 2回は行政処分について演習とその解説を長野県諏訪地域振興局環境課長の是永剛

氏に動画配信にてご講義いただき、第 4回、第 5回は長岡文明氏に、違反事例について演習とその解説をオン

ラインにてご講義いただきました。

●開催概要
［研 修 名］	 廃棄物処理法初心者のためのWeb講座
［講　　師］	 第 1回～第 2回
	 是永　剛氏（長野県諏訪地域振興局 環境課長）

	 第 3回～第 4回

	 長岡文明氏（BUN環境課題研修事務所 主宰）

［開催方法］	 �第 1回～第 2回は講義動画配信、
	 第 3回～第 4回はWeb会議システム（Webex）を用いたオンライン講義

［対　　象］	 JW センター職員及び環境省・都道府県政令市等の産業廃棄物部局のご担当者

［開催日時及び講義内容］

3　情報セキュリティ対策の充実強化等

　JWセンターのより一層のセキュリティ対策の充実強化を図り、情報セキュリティマネジメントシステム

（ISMS）に関する国際規格である ISO27001 の実践・維持向上に引き続き努める。

4　Web講座の開催

　JWセンター職員の産業廃棄物の知識向上や国、地方公共団体に対する貢献等を目的とした「廃棄物処理法

初心者のためのWEB 講座」を令和 2 年度より立ち上げており、引き続き、Web 会議システムを利用したオ

ンライン研修会・説明会等を開催する。
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FROM CENTER

JW センター主催
「廃棄物処理法初心者のための Web 講座」
令和 3 年度 第 3 弾 開催報告

総務部広報室

講義内容 日　時

第 1 回　行政処分について／演習（1） 期間配信（令和 3 年 12 月 24 日～令和 4 年 1 月 14 日）

第 2 回　行政処分について／演習（2） 期間配信（令和 3 年 12 月 24 日～令和 4 年 1 月 14 日）

第 3 回　違反事例について／演習（1） 令和 4 年 2 月 3 日　14:  30～16：30

第 4 回　違反事例について／演習（2） 令和 4 年 2 月 17 日　14:  00～16：30
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　令和 4年 4月の施行予定の新たな法律「プラスチック資源循環法」について、環境再生・資源循環局総務課

リサイクル推進室の担当官をお迎えし、環境省、都道府県・政令市、市区町村の一廃、産廃担当者を対象に、

法の説明、解説をいただく説明会を開催しました。

　670 団体、1,159 名と多くの方々にご参加をいただき、代表質問・対談では違った切り口からの考察が加え

られ、法律をより深堀する内容となりました。

●開催概要
［説明会名］	 プラスチック資源循環法のすべてがわかる
	 ─環境省からの詳細な説明・解説と自治体職員等との徹底討論・質疑─

［内　　容］	 プラスチック資源循環法の説明・解説　（90分）
	 平尾禎秀氏（環境省環境再生・資源循環局総務課リサイクル推進室長）

	 代表質問／環境省との対談（45分）

	 長岡文明氏（BUN環境課題研修事務所　主宰）

	 質疑応答（30分）

［開催方法］	 Web 会議システム（Webex）を用いたオンライン説明会
［対　　象］	 環境省、都道府県・政令市、市区町村の一廃、産廃担当者

　最後に、説明会開催にあたって、ご登壇を賜りました環境省総務課平尾リサイクル推進室長、長岡様及びご参加いた

だきました皆様に深く感謝申し上げます。

センターだより

JW センター主催
「プラスチック資源循環法 環境省説明会」 
開催報告

総務部広報室

FROM CENTER

�代表質問／対談の様子

�環境省説明資料
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●�廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令、施行規則

（三段対照）

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令（政令）、　

施行規則（省令）を互の委任関係が分かりやすい三段　

対照として編集。法律に示されている「準用等」の読替

え後の規定を当該条文の直近に収載。

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律関係政省令及び告示

も収載。

●主要通知

・排出事業者及び産業廃棄物処理業者に関わりのある通知、

新型コロナウイルス感染症に関する通知等を最新内容ま

で厳選して収載。（昭和46年～令和4年 3月までを予定）

●資料編

・廃棄物処理法における罰則一覧、廃棄物関連ホームペー

ジ一覧（環境省法令データベース、東日本大震災への対

応について、原子力発電所事故による放射性物質対策、

石綿問題への取組、ガイドライン・マニュアル等）を収

載。
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発行日：令和4年 5月中旬予定
定価4,730円（本体4,300円＋税）

新刊図書のご案内
「令和4年度版 廃棄物処理法令（三段対照）・通知集」

人事異動のお知らせ

新職名 氏名 現役職

（令和 4 年 1 月 31 日付）

退職 野島　洋一 電子マニフェストセンター情報サービス部
サポートセンター室長（嘱託職員）

（令和 4 年 3 月 31 日付）

退職 大塚　幹雄 教育研修部　参与（嘱託職員）

（令和 4 年 4 月 1 日付）

総務部デジタル推進担当部長
監査業務室長　併任 土屋　正史 電子マニフェストセンター情報システム部

JWNET 担当部長

総務部情報セキュリティ・人材開発担当部長
監査業務室長　併任解除 中川　健一 総務部情報セキュリティ担当部長

監査業務室長　併任

教育研修部　主任 大久保　伸 総務部付（主任）

電子マニフェストセンター　情報システム部 村上　英明 教育研修部

総務部情報セキュリティ・人材開発担当部長付
監査業務室　併任解除 高嶋今日子 総務部情報セキュリティ担当部長付

監査業務室　併任

JWセンターホームページよりお申込みください。　 http://www.jwnet.or.jp/publishURL
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